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e Chamber of Commerce and Industry on the Colonial  
Taiwan and the Colony Characteristics
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e purpose of this article is to clarify the characteristics of the chamber of commerce and industry 
on the colonial Taiwan. e analysis focuses on the system change of the chamber of commerce and in-
dustry forced by relations with the colonial rule power. Specifically, institution and hierarchy of the 
chamber of commerce and industry under Japanese rule, for instance, the composition of that member-
ship and ocers. e conclusions can be summarized as follows.
First, the colonial rule power show concern about the control of the chamber of commerce and in-
dustry activity by Taiwanese membership. As a result, the system of the chamber was introduced late on 
the colonial Taiwan.
Secondly, the colonial rule power introduced an appointment system into a representative from the 
chamber of commerce and industry, and introduced the structure that the chamber activity was not  
opposed to the colonial rule power.
irdly, the chamber of commerce and industry established with such a system design became the 
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 9 「台湾商工会議所令ヲ定ム」『公文類聚』第 60編昭和 11年第 54巻（アジア歴史資料センター，A01200730200），台北商工
会『台湾商工会議所関係法規』（調査及資料第 23輯），1937年 12月。
10 「商工会議所法制定商業会議所法廃止」『御署名原本』昭和 2年（アジア歴史資料センター，A03021636400）。
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に，日本本国や他の植民地域に比べ大きく遅れるものであった。たとえば台湾商工会議所令が公布さ
れた 1936年の時点で，日本本国ではほぼ全ての府県に 101の商工会議所があり，朝鮮においては 14
商工会議所，樺太にも 4商工会議所がすでに設立されていた。また，経済規模で比較しても，日本本
国で商工会議所条例が公布される 1890年の日本本国の貿易総額はほぼ 5億 9,000万円程度であり，




























11 『台湾日日新報』1927年 1月 11日。
12 樺太では 1922年 9月に商業会議所法が施行され，同法に基づいて 1922年に大泊，翌 23年には豊原および真岡商業会議所


























設立年月日 会議所名 設立地 会頭
1938年 3月 10日 台中商工会議所 台中市 本山文平 台湾青果株式会社社長
1938年 3月 17日 高雄商工会議所 高雄市 中村一造 台湾倉庫株式会社取締役
1938年 3月 23日 台北商工会議所 台北市 後宮信太郎 台湾煉瓦株式会社社長
1938年 3月 25日 新竹商工会議所 新竹市 谷口與助 合資会社泉館代表社員
1938年 4月 4日 屏東商工会議所 屏東市 渡邉発蔵 大和商事株式会社取締役
1938年 4月 6日 彰化商工会議所 彰化市 佐藤房吉 物品販売業
1938年 5月 6日 台南商工会議所 台南市 宮本一学 台湾自動車株式会社社長
1938年 5月 27日 基隆商工会議所 基隆市 近江時五郎 近江産業合資会社代表社員
1938年 6月 7日 嘉義商工会議所 嘉義市 白井一 物品販売業
1939年 3月 30日 台湾商工会議所 台北市 後宮信太郎 台北商工会議所会頭
1941年 10月 11日 花蓮港商工会議所 花蓮港市 古賀朝一郎 東台湾運送株式会社社長
1942年 5月 20日 宜蘭商工会議所 宜蘭市 砂田隣太郎 宜蘭精米株式会社社長
出典） 台湾商工会議所『台湾商工会議所一覧（昭和 15年 3月）』，1940年 5月， 
台湾商工会議所『台湾商工会議所一覧（昭和 17年 3月）』，1942年 4月， 
台湾商工会議所『台湾全島商工会議所一覧（昭和 17年 11月）』，1942年 11月より作成。
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会議所名 法人会員数 日本人会員数 台湾人会員数 朝鮮人会員数 総計
台北商工会議所 305（22.2％） 449（32.6％） 622（45.2％） 0（0.0％） 1,376
基隆商工会議所  88（13.2％） 209（31.3％） 367（55.0％） 3（0.4％）  667
高雄商工会議所  93（15.9％） 216（36.9％） 277（47.3％） 0（0.0％）  586
台南商工会議所  74（13.5％） 143（26.1％） 331（60.4％） 0（0.0％）  548
台中商工会議所  50（10.6％） 116（24.7％） 304（64.7％） 0（0.0％）  470
嘉義商工会議所  34　（8.4％）  97（24.0％） 274（67.7％） 0（0.0％）  405
花蓮港商工会議所  46（12.8％） 137（38.2％） 176（49.0％） 0（0.0％）  359
屏東商工会議所  24　（7.7％）  49（15.7％） 239（76.6％） 0（0.0％）  312
彰化商工会議所  22　（7.4％）  18　（6.0％） 259（86.8％） 0（0.0％）  299
宜蘭商工会議所 ̶ ̶ ̶ ̶  275
新竹商工会議所  30（12.0％）  41（16.5％） 177（71.1％） 1（0.4％）  249
出典） 台湾商工会議所『台湾商工会議所一覧（昭和 15年 3月）』，1940年 5月， 
台湾商工会議所『台湾商工会議所一覧（昭和 17年 3月）』，1942年 4月， 
台湾商工会議所『台湾全島商工会議所一覧（昭和 17年 11月）』，1942年 11月より作成。
注 1）元史料の集計ミスは修正した。
注 2）花蓮港商工会議所は 1941年の会員数，宜蘭商工会議所は 1942年の会員数。
注 3）各地商工会議所を会員とする台湾商工会議所は除外した。
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や台北実業会など日本人組織から 40名，台北市の台湾人商工業者から 20名を選出し，総数 60名の
発起人で構成された。このように台北市の日本人業者と台湾人業者が一体化し経済団体として組織化
されるのは，それまでの台湾植民地統治のなかで初めての事例であった。発起人会は会員有資格者の














表 1に示したように 1938年 3月以降，台湾の主要都市に次々と商工会議所が設立される。こうし
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商工会議所令施行規則（昭和 12年 12月 1日府令第 161号）の第 13条に規定され，税目は「営業税
又ハ鉱産税」が基本とされた。基準納税額は会議所により異なり，台北商工会議所が 60円，基隆・




































会議所名 1938年 1939年 1940年 1941年
台北商工会議所
会員総数 1,376 100.0 1,727 125.5 1,980 143.9 2,236 162.5
法人会員数 305 100.0 385 126.2 437 143.3 499 163.6
日本人会員数 449 100.0 507 112.9 554 123.4 680 151.4
台湾人会員数 622 100.0 835 134.2 989 158.7 1,057 169.9
基隆商工会議所
会員総数 667 100.0 742 111.2 793 118.9 990 148.4
法人会員数 88 100.0 91 103.4 102 115.9 101 114.8
日本人会員数 209 100.0 227 108.6 250 119.6 282 134.9
台湾人会員数 367 100.0 423 115.3 541 147.4 607 165.4
高雄商工会議所
会員総数 586 100.0 666 113.7 724 123.5 1,016 173.4
法人会員数 93 100.0 106 114.0 126 135.5 166 178.5
日本人会員数 216 100.0 228 105.6 242 112.0 318 147.2
台湾人会員数 277 100.0 332 120.0 355 128.2 531 191.7
台南商工会議所
会員総数 548 100.0 638 116.4 869 158.6 970 177.0
法人会員数 74 100.0 89 120.2 112 151.4 130 175.7
日本人会員数 143 100.0 149 104.2 165 115.4 188 131.5
台湾人会員数 331 100.0 400 120.8 592 178.9 652 197.0
出典）台湾商工会議所『台湾全島商工会議所一覧（昭和 17年 11月）』，1942年 11月より作成。
注 1） 基隆商工会議所の 1938年に 3名，39年に 1名，40年に 2名， 
高雄商工会議所の 1940年に 1名，41年に 1名の朝鮮人会員が総数に加わっている。
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22 『台北商工会報』第 3巻第 19号，1938年 3月，13ページ。
23 木村晴壽「戦前日本の商用会議所立法―商業会議所法の制定・改正・再改正―」『松本大学研究紀要』第 7号，2009年 1月，
14‒18ページ。
24 前掲，『台湾商工会議所関連法規』，4‒5ページ。































台北商工会議所 20 10 10 40
基隆商工会議所 17 18 35
新竹商工会議所 10 10 20
台中商工会議所 15 7 8 30
彰化商工会議所 10 5 5 20
嘉義商工会議所 10 10 20
台南商工会議所 15 7 8 30
高雄商工会議所 16 7 7 30
屏東商工会議所 10 5 5 20
花蓮港商工会議所 11 11 22
出典）台湾商工会議所『台湾全島商工会議所一覧（昭和 17年 11月）』，1942年 11月より作成。
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円以上の会社数は台湾人企業が 9社なのに対し日本人企業は 77社を抽出することができる。また 10
万円以上 100万円未満の企業では台湾人企業は 162社であるのに対し日本人企業は 345社を確認で















議員数を示す。これによれば議員構成で台湾人議員が半数を超えるのは 9 : 10の彰化商工会議所
（52.6％）と 10 : 10で同数の宜蘭商工会議所（50.0％）のみであった。他方，最も構成比が低いのは
24 : 4と台湾人議員が全議員の 14.3％にとどまった高雄商工会議所であった。また，植民地期台湾で
最大規模の台北商工会議所では 28.2％と議員の約 7割は日本人が占めていた。このように大半の商
工会議所で日本人議員が過半を占める議員構成となっていた。議員全体で見てみると，275名の議員







第 66巻第 4号，2013年 3月などを参照。










会議所名 日本人議員数（法人議員数） 台湾人議員数（法人議員数） 議員総数（法人議員数）
台北商工会議所  28　（22） 11　（4） 39　 （26）
基隆商工会議所  21　（15） 14　（7） 35　 （22）
高雄商工会議所  24　（17）  4　（1） 28　 （18）
台南商工会議所  18　（14）  7　（4） 25　 （18）
台中商工会議所  19　（10） 11　（2） 30　 （12）
嘉義商工会議所  11　 （6）  7　（2） 18　  （8）
花蓮港商工会議所  17　（12）  5　（4） 22　 （16）
屏東商工会議所  14　 （7）  5　（0） 19　  （7）
彰化商工会議所 　9　 （4） 10　（2） 19　  （6）
宜蘭商工会議所  10　 （6） 10　（3） 20　  （9）
新竹商工会議所  12　 （7）  8　（3） 20　 （10）
総計 183（120） 92（32） 275（152）
出典） 台湾商工会議所『台湾商工会議所一覧（昭和 15年 3月）』，1940年 5月， 
台湾商工会議所『台湾商工会議所一覧（昭和 17年 3月）』，1942年 4月， 




会議所名 日本人議員数（a） 日本人会員数（b） a/b 台湾人議員数（c） 台湾人会員数（d） c/d
台北商工会議所 28 449  6.2％ 11 622 1.8％
基隆商工会議所 21 209 10.0％ 14 367 3.8％
高雄商工会議所 24 216 11.1％  4 277 1.4％
台南商工会議所 18 143 12.6％  7 331 2.1％
台中商工会議所 19 116 16.4％ 11 304 3.6％
嘉義商工会議所 11  97 11.3％  7 274 2.6％
花蓮港商工会議所 17 137 12.4％  5 176 2.8％
屏東商工会議所 14  49 28.6％  5 239 2.1％
彰化商工会議所  9  18 50.0％ 10 259 3.9％
新竹商工会議所 12  41 29.3％  8 177 4.5％
出典） 台湾商工会議所『台湾商工会議所一覧（昭和 15年 3月）』，1940年 5月， 
台湾商工会議所『台湾商工会議所一覧（昭和 17年 3月）』，1942年 4月， 
台湾商工会議所『台湾全島商工会議所一覧（昭和 17年 11月）』，1942年 11月より作成。
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に集計したものである。先に表 3によって 1938年から 41年の会員増加状況を確認したが，この期
間にはいずれの商工会議所においても台湾人会員数が大きく増大し，高い増加率を示していた。しか
し，表 5と表 7を比較すると，同時期の議員数では逆転した事態が進行していたことが分かる。大半










官選 民選 合計 官選 民選 合計
台北商工会議所  20（19） 16　（7）  36　（26）  0（0）  4　（1）  4　（1）
基隆商工会議所  15（14） 13　（4）  28　（18）  2（1）  5　（1）  7　（2）
高雄商工会議所  15（12） 15　（7）  30　（19）  0（0）  0　（0）  0　（0）
台南商工会議所  12（12） 13（13）  25　（25）  3（3）  2　（2）  5　（5）
台中商工会議所  11　（6） 10　（5）  21　（11）  4（2）  5　（2）  9　（4）
嘉義商工会議所  10　（6）  6　（1）  16　 （7）  0（0）  4　（0）  4　（0）
花蓮港商工会議所  10　（8）  7　（4）  17　（12）  1（0）  4　（4）  5　（4）
屏東商工会議所 　8　（2）  6　（5）  14　 （7）  2（0）  3　（0）  5　（0）
彰化商工会議所 　9　（6）  3　（2）  12　 （8）  1（1）  7　（5）  8　（6）
宜蘭商工会議所 　7　（6）  3　（0）  10　 （6）  2（0）  8　（3） 10　（3）
新竹商工会議所 　8　（6）  3　（0）  11　 （6）  2（0）  7　（1）  9　（1）
総計 125（97） 95（48） 220（145） 17（7） 49（19） 66（26）
出典）台湾商工会議所『台湾全島商工会議所一覧（昭和 17年 11月）』，1942年 11月より作成。
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とに見ると，台北，高雄，嘉義商工会議所には台湾人官選議員は存在せず，4名の官選議員を有する















台北 基隆 新竹 台中 彰化 嘉義
宜蘭 ＊高雄 ＊屏東
大阪商船 台北 基隆 高雄 花蓮港










台北 基隆 新竹 彰化 嘉義 台南
高雄 花蓮港 宜蘭 ＊台中 ＊屏東
台湾電力







出典）台湾商工会議所『台湾全島商工会議所一覧（昭和 17年 11月）』，1942年 11月より作成。
注 1）日系台湾企業は複数の商工会議所で法人議員に就いている会社を掲出。
注 2）＊は民選議員の商工会議所を示す。
̶     ̶




















氏名 商工会議所名 役職 法人会員 業種
顔欽賢 基隆 副会頭 台陽鉱業株式会社 石炭業
劉明 基隆 請負業・物品販売業
張式穀 新竹 副会頭 食料品卸商
張如淮 新竹 参事 鉄工業
陳炘 台中 副会頭 大東信託株式会社 信託業
顔春福 台中 参事 用達商
楊清泉 台中 参事 鮮魚商
林金財 台中 復興商事株式会社 金物商
呂世明 彰化 副会頭 蓬莱特産株式会社 製造業
辛西准 台南 副会頭 台湾機械工業株式会社 製造業
王開運 台南 参事 南部運輸株式会社 運送取扱業
翁金護 台南 株式会社台南製鉄所 製造業
李明道 屏東 副会頭 金銭貸付業
施宜 屏東 参事 物品販売業
張石如 花蓮港 参事 物品販売業
黄再壽 宜蘭 副会頭 物品販売業
黄阿在 宜蘭 参事 物品販売業
出典）台湾商工会議所『台湾全島商工会議所一覧（昭和 17年 11月）』，1942年 11月より作成。
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大きく遅れたものであった。その要因は植民地統治権力であった台湾総督府が台湾人会員による商工
会議所活動の支配を懸念した点にあった。実際に台湾の 12商工会議所の会員構成では台湾人会員が
多数を占めた。そのため台湾総督府は商工会議所活動を植民地統治行政に従属させる制度設計を行っ
た。具体的には日本本国企業の支店等に会員資格を付与し，さらに商工会議所の活動方針に大きな影
響力を有する議員選出に際し半数の台湾総督任命制を導入した。この結果，台湾における商工会議所
の議員構成はその会員構成と逆転して日本人企業家が占有する構造となった。さらに少数の台湾人議
員もその履歴を検討すると，日本の植民地行政機構の内部に包摂された会員が総督任命の官選議員に
選出されていることが明らかであった。
本稿における検討結果が示唆する植民地期台湾の商工会議所制度の特質は，植民地統治権力に従属
的な〈植民地性〉が濃厚に投影した組織構成であり，そうした特質を生じさせた要因は準拠法の立案
過程で意図された台湾総督府の統治意志と制度設計にあったと結論することができる。
